
公認会計士試験制度の概要 

実務経験 

合 格 

免 除 

公

認

会

計

士

合 格 登 録 

短答式試験 

•財務会計論

•管理会計論

•監査論

•企業法

論文式試験 

•会計学

•監査論

•企業法

•租税法

•経営学

•経済学

•民法

•統計学

【  科  目  】 

（ ４ 科 目 ） 

【 必須科目 】 

（ ４ 科 目 ） 

【 選択科目 】 

(４科目から１科目) 

実務補習 

日本公認会計 

士協会による 

修了考査の合 

格が条件 

  （2年以上） 

試験合格の前 
に行うことも 
可 

業務補助等 
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（１）大学生等を対象とする講演等

開催日 講　師

平成27年4月1日 早 稲 田 大 学 大 学 院 東京都 千代田会長

5月13日 武 蔵 野 大 学 東京都 廣本委員

5月20日 早 稲 田 大 学 大 学 院 東京都
佐々木
事務局長

5月29日 岡 山 大 学 岡山県 千代田会長

6月10日 高 崎 経 済 大 学 群馬県 廣本委員

6月11日 長 崎 大 学 長崎県 千代田会長

6月19日 広 島 修 道 大 学 広島県 千代田会長

10月22日 北 海 道 大 学 北海道 千代田会長

10月28日 松 山 大 学 愛媛県 千代田会長

10月29日 信 州 大 学 長野県 廣本委員

12月1日 北 九 州 市 立 大 学 福岡県 千代田会長

12月2日 立命館アジア太平洋大学 大分県 千代田会長

12月9日 大 阪 学 院 大 学 大阪府 廣本委員

12月16日 久 留 米 大 学 福岡県 廣本委員

平成28年1月12日 熊 本 学 園 大 学 熊本県 千代田会長

1月19日 慶 應 義 塾 大 学 神奈川県 廣本委員

1月24日 立 命 館 大 学 大 学 院 大阪府 千代田会長

（２）高校生等を対象とする講演等

開催日 講　師

平成27年6月17日 千 葉 県 立 千 葉 商 業 高 等 学 校 千葉県 廣本委員

8月18日 全 国 商 業 教 育 指 導 者 研 修 会 東京都 廣本委員

9月4日 北海道札幌国際情報高等学校 北海道 千代田会長

10月14日 中 央 大 学 杉 並 高 等 学 校 東京都 千代田会長

11月2日 埼 玉 県 立 深 谷 商 業 高 等 学 校 埼玉県 廣本委員

11月6日 北 海 道 稚 内 高 等 学 校 北海道 廣本委員

11月19日 栃木県立宇都宮商業高等学校 栃木県 廣本委員

11月26日 慶 應 義 塾 湘 南 藤 沢 高 等 部 神奈川県 千代田会長

平成28年2月24日 福 岡 県 立 宇 美 商 業 高 等 学 校 福岡県 廣本委員

3月17日 学校法人博多学園博多高等学校 福岡県 廣本委員

場　所

場　所

平成27年度の講演会の開催状況

３－３
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平成 27 年 6 月 19 日 

公認会計士・監査審査会 

本日、平成 27 年公認会計士試験第Ⅱ回短答式試験の合格発表を行いました。

試験結果の概要、合格者番号等は、次のとおりです。 

１．試験結果の概要について 

２．得点階層分布表（総合得点比率） 

３．正解、満点及び配点 

４．合格者受験番号 

   (関東財務局)  

(近畿財務局)  

(関東財務局及び近畿財務局以外)  

５．第Ⅰ回及び第Ⅱ回短答式試験の属人ベースでの試験結果 

平成 27年公認会計士試験第Ⅱ回短答式試験の合格発表について 

【お問い合わせ先】 

公認会計士・監査審査会事務局 

総務試験室 

０３－５２５１－７２９５ 

３－４
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試験結果の概要について 

（１）願書提出者数 

  7,637人 

（２）受験者数（答案提出者数） 

4,503人（注） 

（注）願書提出者数と受験者数の差の内訳 

 ・欠席者数  1,555人（第Ⅱ回短答式試験の受験予定科目すべてを欠席した者） 

 ・短答式試験免除者数  1,579人 

  うち 平成 25年又は平成 26年短答式試験合格者 1,298人 

  うち 司法試験合格者や大学教授等 151人 

  うち 旧第二次試験合格者 130人 

（３）合格者数 

 624人 

  ・ 総点数の 67％以上を取得した者 

（４）総合平均得点比率・科目別平均得点比率 

平均得点比率 

総合 47.1％ 

科目別 

財務会計論 43.7％ 

管理会計論 47.8％ 

監査論 47.9％ 

企業法 50.5％ 
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第Ⅰ回及び第Ⅱ回短答式試験の属人ベースでの試験結果 

（１）願書提出者数 

  10,180 人 

（２）受験者数（答案提出者数） 

  6,731人（注） 

（注）願書提出者数と受験者数の差の内訳 

 ・欠席者数    1,889 人（第 I回及び第Ⅱ回短答式試験の受験予定科目すべてを欠席した者） 

 ・短答式試験免除者数  1,579 人 

（３）合格者数（第Ⅰ回及び第Ⅱ回の合算） 

1,507人 

  ・ 第Ⅰ回短答式試験においては、総点数の 60％以上を取得した者 

・ 第Ⅱ回短答式試験においては、総点数の 67％以上を取得した者 

（４）論文式試験受験予定者数 

3,086人 

(注) 属人ベースとは、平成 27 年第Ⅰ回短答式試験及び同第Ⅱ回短答式試験のいずれにも願書を提出して

きた受験者を名寄せして集計したもの。
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平成 27 年 11 月 13 日 

公認会計士・監査審査会 

本日、平成 27 年公認会計士試験の合格発表を行いました。合格発表の概要、

合格者番号等は、次のとおりです。 

○公認会計士試験の合格発表の概要について

○平成 27年公認会計士試験（論文式試験）の合格点及び合格率等について

○平成 27年公認会計士試験合格者調

○論文式試験成績通知書について

○平成 27 年公認会計士試験合格者番号

（関東財務局 100001～200000）

（関東財務局 200001～）

（近畿財務局）

（関東財務局及び近畿財務局以外）

○平成 27年公認会計士試験論文式試験 一部科目免除資格取得者番号

【お問い合わせ先】  

公認会計士・監査審査会事務局 

総務試験室 

０３－５２５１－７２９５ 

平成 27年公認会計士試験の合格発表について 

３－５
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平 成 2 6 年 ４ 月 ８ 日 

公認会計士・監査審査会 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号）に基づき、

関東財務局において民間競争入札を行った「公認会計士試験事業」について、次のとおり

契約を締結しました。 

１．契約の相手方の名称、住所及び代表者の氏名 

  株式会社ヒューマントラスト 

東京都千代田区丸の内１丁目６番５号 

代表取締役 阪本美貴子 

２．契約金額 

  ２４０，５２６，１４２円（税込み） 

３．実施期間 

平成 26年４月１日から平成 29年８月 31日まで 

４．事業の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべきサービスの質に関する事項 

（別紙１ ＰＤＦ：115ＫＢ） 

５．民間事業者における事業の実施体制及び実施方法の概要 

（別紙２ ＰＤＦ：35ＫＢ） 

６．民間事業者が関東財務局等に報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置そ

の他事業の適正かつ確実な実施の確保のために民間事業者が講ずべき措置に関する事項 

（別紙３ ＰＤＦ：105ＫＢ） 

７．民間事業者が事業実施に当たり第三者に損害を加えた場合において、損害賠償に関し民間 

事業者が負うべき責任に関する事項 

（別紙４ ＰＤＦ：21ＫＢ） 

（別紙１ ＰＤＦ：115ＫＢ） 

（別紙２ ＰＤＦ：35ＫＢ） 

（別紙３ ＰＤＦ：105ＫＢ） 

（別紙４ ＰＤＦ：21ＫＢ） 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づく 

「公認会計士試験事業」に係る契約の締結について 

ついて

【お問い合わせ先】 

公認会計士・監査審査会事務局 

総務試験室 試験総括係 

０３－５２５１－７２９５ 

３－６
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（別紙１） 

事業の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべきサービスの質に関する

事項 

１．試験実施事業の詳細な内容 

 対象となる試験実施事業（以下「対象事業」という。）は、会場確保、願書配付・受

付等、短答式及び論文式試験の立会等の業務である。 

① 事業期間

平成 26 年４月１日から平成 29 年８月 31 日までとする。（平成 27 年試験から平成

29 年試験までの願書配付・受付等業務、短答式及び論文式試験の立会等業務並びに平

成 27年第Ⅱ回短答式試験から平成 30 年第Ⅰ回短答式試験までの会場確保業務） 

② 関東財務局からの無償貸与物件（提供時期）

イ．各種マニュアル（入札説明会時） 

・短答式及び論文式試験の試験立会業務時の「公認会計士試験実施要領」及び「本 

部要員及び指導官用手引き」 

・願書受付業務時の「公認会計士試験願書受付審査マニュアル」 

・災害発生時等に係る「公認会計士試験実施における緊急時対応マニュアル」 

（注）上記資料の開示に当たっては、第三者に公表しない旨の誓約書を徴すること 

 とする。 

ロ．看板・主任官袋等の試験実施関連用具（試験実施の約 1か月前） 

③ 業務の引継

イ．関東財務局は、民間事業者が対象事業を開始するまでの間に、業務内容等を明ら 

 かにした書類等により、民間事業者に業務の引継を行うものとする。 

ロ．契約期間の満了に伴い対象事業が終了する場合には、関東財務局は民間事業者か 

ら引継（民間事業者による創意工夫に係る事項を含む。）を受けるものとする。 

 この場合、必要に応じて、関東財務局が業務終了前に民間事業者に対し引継に必 

要な資料を求めた場合には、民間事業者は応じるものとする。 

 また、事業実施者である民間事業者が変更になる場合、関東財務局は、次期民間 

事業者へ引継を行うものとする。 

④ 事業内容

イ．施設の概要 

 対象事業は、第Ⅰ回及び第Ⅱ回の各短答式試験において、それぞれ 8,000 人 

～10,000 人程度、また論文式試験においては 2,000 人～4,000 人程度の規模の受験 

者を対象として実施するものである。 

したがって、対象事業の実施に当たっては、これらの規模の受験者を収容可能な 
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大学等の施設を借り受けた上で実施する必要がある（注：第Ⅰ回及び第Ⅱ回の各短 

答式試験については、従来、それぞれ２箇所の試験会場にて実施している。論文式 

 試験についても、２箇所の試験会場にて実施した実績がある）。 

ロ．業務実施上の注意 

 対象事業は下記ハ～ヘの各工程からなっている。民間事業者は業務の実施に当た 

り、以下のことに注意するほか、担当者を定めた上で、関東財務局と連携を図り、 

円滑かつ確実な業務実施に努めること。 

 また、今後の公認会計士法の改正等により公認会計士試験制度に変更があった場 

合には、それに伴う所要の修正を行う場合がある。 

a) 対象事業の実施に当たり、作業フロー及び総括責任者、事業担当者等の作業体

制、役割分担等、責任の所在を明確にすること。 

b) 対象事業の工程ごとの作業方針、スケジュールを平成 27 年試験については、

平成 26年５月末、平成 28年試験については、平成 27 年３月末、平成 29 年試験 

については、平成 28年３月末までに策定し、関東財務局と調整すること。 

c) 受験申請者からの問い合わせや苦情等に対する対応については、専用回線を敷

設するなど適切に行うこと。 

d) 事故等が発生した場合は、迅速に対応するとともに速やかに関東財務局に報告

 しなければならない。 

ハ．短答式及び論文式試験会場の確保業務（12 月～３月） 

a) 平成 26 年 12 月に実施予定の平成 27 年第Ⅰ回短答式試験については、前期民

間事業者が既に確保した試験会場を使用すること（試験会場の使用許可は民間事 

業者が自ら取得すること。）。 

 平成 27 年度以降に実施する短答式及び論文式試験については、これまでの借 

上げ実績及び受験願書の出願状況等を参考に、関東財務局と協議の上、民間事業 

者において試験会場（試験室及び試験事務室）を前年度３月までに確保するとと 

もに、最寄りの交通機関からの道順、目標物等を明示した試験会場の案内図を作 

成し、関東財務局に送付すること。 

 なお、契約の最終年度においては、平成 29年度中に実施予定の平成 30年第Ⅰ 

回短答式試験までの試験会場を確保し、その使用許可又は内諾を受けた状態を当 

該試験以降に試験を実施する民間事業者に引き継ぐこと。 

b) 12 月に行われる第Ⅰ回短答式試験会場については、空調設備（暖房）を完備し

たもの、また、８月に行われる論文式試験会場については、空調設備（冷房）を 

完備したものを確保すること。また、試験官等が受験者に個別に問題等を容易に 

配付できる広さの通路を確保するほか、３人以上の連続した机の場合には、原則 

として両端の２席のみを使用すること。 

c) 身体障害者等の受験申請者（受験特別措置対象者）を想定し、当該受験者用の
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試験室を別途確保し、必要に応じて什器類を準備すること。当該受験者に係る対 

応については、関東財務局が別途指示する。 

 また、自然災害や試験当日の交通障害等による遅刻者を想定し、時差受験教室 

も確保しておくこと。 

d) 短答式及び論文式試験日については、関東財務局が別途指示するので、民間事

業者は当該試験日における各会場の手配を行うこと。 

e) 論文式試験については、準備作業を行うため、可能な限り試験日前日から借り

 上げること。 

ニ．受験案内・願書配付、願書受付業務 

a） 受験案内・願書配付（第Ⅰ回短答式試験：８月上旬～９月中旬、第Ⅱ回短答 

式試験：１月中旬～２月下旬） 

民間事業者は、受験申請者からの請求に応じ、郵送による受験案内・願書の配 

付を行う。なお、審査会事務局（東京都千代田区霞が関３－２－１）及び関東財 

務局（さいたま市中央区新都心１－１）においては、受験案内・願書の備置配付 

を行うものとする。 

民間事業者は、郵送用の受験案内・願書の部数が不足するおそれが生じた場合 

 には、事前に審査会事務局に連絡を行うこと。 

b） 願書受付・審査（第Ⅰ回短答式試験：９月上旬～10 月中旬、第Ⅱ回短答式試 

験：２月中旬～３月下旬） 

民間事業者は、郵送での書面による願書の受付を行うものとする。願書の送付 

先は、民間事業者において、個人情報が記入され収入印紙が貼付された願書を管 

理するのに適当な場所をあらかじめ確保した上で関東財務局と協議し指定する住 

所地とし、受付に当たっては、願書記載事項の記載漏れ、記載誤り等がないか、 

試験免除がある場合はその証明となる免除通知書等の添付があるか、受験手数料 

相当額の収入印紙が貼付されているか、受験票返信用封筒の同封漏れ・切手の未 

貼付がないか等を審査し、不備があった場合は、必ず本人に確認し補正すること。 

 なお、民間事業者において判断できない重要な記載不備等が認められた場合に 

は、関東財務局と協議すること。 

 また、受験者の氏名、年齢、生年月日等の個人情報が、他人に漏洩しないよう 

に厳重に管理すること。 

c) 受験番号の付番（第Ⅰ回短答式試験：10 月上旬～10 月中旬、第Ⅱ回短答式試

験：３月中旬～３月下旬） 

 民間事業者は、記載事項や添付資料に不備のないことを確認し、不備のないも 

のについては、事務処理手順に従い、願書等の振り分けを行い、関東財務局によ 

る確認後、受験番号の付番を行うこと。 

また、提出者数報告、教室別受験者数、受験願書整理表を作成し、関東財務局 
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及び審査会事務局へ送付すること。 

d) 願書等の送付（第Ⅰ回短答式試験：10月、第Ⅱ回短答式試験：３月）

民間事業者は、願書の整理が終了次第、速やかに願書を審査会事務局へ送付す

ること。 

 なお、会計専門職大学院修了見込者に係る願書等については、受理を行い、付 

番のうえ、願書一式（返信用封筒及び試験会場の案内文を含む）を審査会事務局 

へ送付し、送付した旨を関東財務局へ報告すること。 

 また、第Ⅰ回短答式試験時においては、前年試験で短答式試験の免除有効期間 

が切れる者で、前年に論文式試験を受験した者に係る願書等について、会計専門 

職大学院修了見込者に係る願書等と同様の取り扱いをすること。 

e) 受験票の送付（第Ⅰ回短答式試験：10月下旬～11月上旬、第Ⅱ回短答式試

験：３月下旬～４月上旬） 

 民間事業者は、受験番号の付番後、関東財務局が指定する期限までに受験票返 

信用封筒により受験者に受験票を送付すること。その際、併せて、試験会場の案 

内図等を同封すること。 

また、受験者からの住所等変更届提出に備えた処理体制を整備すること。 

 さらに、第Ⅰ回短答式試験合格者に対しては、第Ⅱ回短答式試験合格発表後、 

論文式試験の試験会場に係る案内状を送付すること。 

f) 民間事業者は、受験番号順に試験室の割振りを行い、確保した試験会場におけ

る部屋割表（試験事務室（本部）の部屋番号並びに試験室ごとの部屋番号、収 

容人数及び試験区分）を作成し関東財務局に送付すること。 

民間事業者は、試験実施に必要な各試験会場の教室数を確定し、試験会場にお 

ける教室の状況を確認した上で、試験会場の使用許可を取得すること。使用許可 

 を取得した後は、その旨を関東財務局へ報告すること。 

ホ．会場責任者、試験監督員等（以下「会場責任者等」という。）の確保及び割付業 

務（第Ⅰ回短答式試験 11 月、第Ⅱ回短答式試験４月、論文式試験７月） 

a) 民間事業者は、試験運営業務に支障を来たさないよう、従来の実施体制（１試

験会場 1日当たり会場責任者１名、会場副責任者 1名、本部員（審査会事務局と 

の連絡要員及び教室間の見回り主任官等：短答式試験 30名程度、論文式試験 20 

名程度）、警備員２名（確保した試験会場に常駐する施設側警備員が配置されて 

おり、試験当日においても警備に当たる場合は配置の必要はない）、看護師 1 名、 

１試験室当たり主任試験官１名、１試験室における受験者 100 名当たり副主任試 

験官１名、受験者 20名当たり試験官１名。最低でも各試験室に主任試験官、副 

主任試験官、試験官の３名を配置すること。）を目安として、会場責任者等を確 

保すること。 

なお、試験時間中のトイレ等への同行を行うことも考慮し、試験監督員等の確 
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保に当たっては、その男女比にも配慮すること。 

b) 会場責任者については、試験運営業務に支障を来たさないよう、国家資格試験

の運営業務の経験者を充てるほか、主任試験官（及び副主任試験官）には、国家 

資格試験で主任試験官等を経験している者、又は国家資格試験の立会いを３回以 

上経験している者を充てること等、会場責任者等の総合的な質の確保を図ること。 

c) 民間事業者は、会場責任者を試験会場別、試験監督員等を試験会場別及び試験

室別に割り付け、その結果を関東財務局へ報告すること。 

 また、関東財務局との連絡窓口は、会場責任者又は会場副責任者とする。 

へ．試験当日の試験場の運営（試験前日設営、準備を含む。第Ⅰ回短答式試験 12 月、 

第Ⅱ回短答式試験５月、論文式試験８月） 

a) 民間事業者は、入札説明会において関東財務局が貸与する短答式及び論文式試

験の公認会計士試験実施要領等を参考に試験運営マニュアル（試験立会官用、試 

験事務室用）を作成し、短答式及び論文式試験日のそれぞれ１か月前までに関東 

財務局に提出し、その内容について関東財務局の確認を受けること。 

 また、台風等の自然災害の発生、試験当日の交通障害、試験会場付近の火災等 

により試験の実施が困難と予想される場合等に対応するため、民間事業者は、危 

機管理要領を作成し、１か月前までに関東財務局に提出し、その内容について関 

東財務局の確認を受けること。 

 提出を受けた関東財務局は、必要に応じて試験運営マニュアル等の修正を命じ 

ることができるものとする。 

 民間事業者は、試験運営マニュアル等に基づき試験運営を行うこと。また、会 

場責任者等に対する事前の教育・指導を目的とした研修等の方法を通じて試験運 

営マニュアルの遵守の徹底を図ること。 

 なお、研修等の内容については事前に関東財務局の確認を得ることとし、研修 

等には関東財務局の担当職員が出席することとする。 

b) 備品、消耗品の準備

民間事業者は、試験実施に当たり使用する備品・消耗品類を試験会場に準備す

ること。 

 また、緊急事態の発生に備えて、試験会場と審査会の間で情報の受渡しが可能 

となるよう、電子メール送受信・ＦＡＸ送受信等の可能な環境を整備すること。 

c) 試験会場の準備と整備

試験会場については、試験当日、試験が適切に実施できるように可能な限り試

験日前日に整備すること。なお、試験室への案内等は分かりやすく掲示すること。 

 試験室については、配席図や必要な注意事項等を掲示するとともに、机に受験 

番号を貼り付けるなど、事前に適切な設営を行うこと。 

d) 問題冊子及び答案用紙の受け渡し
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 会場責任者は、試験日当日の問題冊子（正誤表を含む。）及び答案用紙等を、 

審査会事務局から指定された時間に試験会場において受領すること。 

 また、各科目の試験終了ごとに答案用紙を回収し、数量等の確認及び封緘を行 

い、当日の試験終了後に審査会事務局が指定する者に引き渡すこと。 

e) 試験当日の業務

民間事業者が行う業務は以下のとおりであるが、この場合において、関東財務

局は、これらの業務が適正に遂行されることを検収するため、担当職員を試験会 

場に派遣するものとする。 

ⅰ) 試験事務室（本部） 

・受験者の案内・誘導を行うこと。 

・会場責任者は、主任試験官、副主任試験官、試験官等が集合していることを 

確認し、万一、遅刻・急病等の理由により欠員が生じた場合には、試験開始に 

間に合うよう代替となる者を用意すること。 

・各試験室からの受験状況等の報告や各種の照会等の受付・確認及び整理。 

・試験室から回収した答案回収袋の部数確認。 

・試験室ごとに試験問題、答案用紙及び法令基準等の配付準備を行うこと。 

・受験票の携行を失念した受験者に対して、受験票を再発行すること。 

・その他試験の実施上必要なものとして関東財務局から指示された業務。 

ⅱ) 試験室 

・試験開始前の注意事項の説明、試験問題・答案用紙等の配付。 

・写真票による受験者の本人確認。 

・受験者の監視と不正受験に対する対応。 

・出欠確認 

・離席者（トイレ、中途退席）への対応 

・答案用紙の回収と確認及び答案回収袋への封入と封緘 

・その他試験の実施上必要なものとして試験運営マニュアルに記載された業務。 

f) 試験終了後の業務

すべての試験が終了したときは、試験会場の原状回復を行った上で撤収するこ

と。 

 試験当日、会場責任者等が出したゴミ等はすべて持ち帰ること。その旨、全員 

に周知徹底させること。 

 なお、受験者の忘れ物については、遺失物拾得に係る法令に従い適切に処理す 

ること。 

g) 試験ごとに、受験者の出欠データを速やかに関東財務局に報告すること。

h) その他、上記職務の遂行に必要となる関連業務
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２．事業の実施に当たり確保されるべきサービスの質 

 公認会計士試験については、その目的及び事業の性格に鑑み、公正かつ確実に実施さ 

れる必要があることから、実施に当たる民間事業者には、以下のような対応が求められ 

る。 

 なお、関東財務局は、事業の実施に当たり確保されるべきサービスの質の確保状況に 

ついて、報告等により、モニタリングを行うものとする。 

① 民間事業者は、入札時に提出した企画書の内容等を踏まえて各年度に策定される対

象事業の工程ごとの作業方針、スケジュールに沿って業務を確実に行うこと。 

② 試験会場の確保業務

イ．関東財務局の試験会場の借上げ実績を参考とし、概ね交通の便が良く、清潔かつ 

 静かな環境を備えた受験申請者数全数の収容を可能とする試験会場を確保すること。 

ロ．関東財務局が過去に実施した試験の座席配置例を参考とし、余裕を持った試験室 

 内の座席配置とすること。 

ハ．試験室が広い場合には、適切な音響機器を完備していること。 

③ 願書等の配付・受付業務

イ．受験案内・願書の配付終了時点で配付漏れがないこと。 

ロ．受験票の発送時点で願書の受付・チェック漏れ、受付ミスがないこと。 

ハ．試験実施時点で受験票の発送漏れ、誤発送がないこと。 

④ 試験当日の試験会場の運営

次に掲げる事項に特に注意を払いつつ、マニュアルに基づいた試験運営を行う。ま

た、会場責任者等に対する事前の研修等の方法を通じてマニュアルの遵守の徹底を図 

ること。ただし、災害等非常時においては受験者の安全確保を第一とする。 

イ．試験問題の事前の漏洩の絶対防止。 

ロ．試験時間の過不足の絶対防止。 

ハ．不正行為の防止に努めるとともに、不正行為に対する厳正な対処。 

二．マニュアルを厳格に適用することによる正確かつ公平な出欠確認及び受験資格の 

 確認。 

ホ．問題に正誤がある場合には、審査会事務局からの指示及びマニュアルに従って、 

 配付・掲示又は板書を行い、受験者に対して確実に周知すること。 

ヘ．受験者に配付した答案用紙の全数回収。 

ト．回収した答案用紙への解答の加筆及び訂正の絶対防止。 

チ．未使用答案用紙の欠席者及び部外者への流出の絶対防止。 

リ．関東財務局から指示された受験特別措置対象者に対する個別注意事項に配慮する 

 こと。 

ヌ．試験会場の原状回復を行うこと。 

⑤ 試験会場の周辺住民の生活環境への配慮及び試験会場周辺での交通トラブルの防止。
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⑥ 受験申請者からの問い合わせや苦情等への適切な対応。マニュアルによっても対処

できない問い合わせやクレームについては、速やかに関東財務局に連絡し指示を仰ぐ 

こと。 

⑦ 答案用紙の引渡し

回収した答案用紙の審査会事務局が指定する運送業者への引渡し漏れがないこと。
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（別紙２） 

民間事業者における事業の実施体制及び実施方法の概要 

１．民間事業者が行う主な業務 

 関東財務局の実施する試験実施業務のうち、試験会場確保、受験願書受付等、短答 

式及び論文式試験の立会等の業務。 

２．実施体制 

 総括責任者の下に、試験事務本部組織（試験会場確保、受験願書受付、コールセン 

ター等）、試験実施組織（試験会場運営等）、請負管理組織（スタッフの管理等）の独 

立した組織を設置し、業務上の役割分担や責任の所在の明確化を図る体制とする。 

 業務従事者については、会場責任者に国家資格試験等において会場責任者を 10回以 

上経験した自社社員を充てることとし、試験官等についても、自社登録スタッフから 

試験経験者を中心に採用することとしている。また、不測の事態における試験官等の 

不足要員に対応するための相当数の待機要員を確保することとしている。 

３．実施方法 

 試験会場の確保については、過去に試験実施の実績のある会場候補を中心として、 

厳正かつ正確な対応を行うために試験前日から会場借上げを行うこととしている。 

 受験願書受付等については、当局との打合せの結果を基に、都内 23区内に、独立し 

た当該業務専用のオフィス（試験事務本部）を設置し、セキュリティを確保した上で、 

正確で迅速な受験願書受付等を行うこととしている。 

試験会場の運営については、電波時計を使用するなど試験実施時間の厳正な管理を

行うこととしている。また、試験時間中、受験者との確実な意思疎通を図るとともに

他の受験者への配慮を行うなど、受験者が快適に試験を受けられる環境整備を図るこ

ととしている。 
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（別紙３） 

民間事業者が関東財務局等に報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な 

措置、その他請負事業の適正かつ確実な実施の確保のために民間事業者が講ずべき 

措置に関する事項 

１．民間事業者が関東財務局等に報告すべき事項、関東財務局等の指示による講ずべき措置 

① 報告等

民間事業者は、請負事業の実施に当たって求められるサービスの質の確保がなされ

ていることを確認するため、次のイからトについて、報告を行うものとする。 

 また、関東財務局は、報告を受け、業務の適正かつ確実な実施を確保するため、必 

要に応じて、民間事業者との情報交換の場を設けるものとする。 

イ．民間事業者は、事業開始日から起算して３か月を経過するごとに、経過の日から 

 １か月以内に、請負事業の実施状況を関東財務局に報告しなければならない。 

ロ．試験会場における事故や急病及び（別紙１）２．④の各号に抵触する行為につい 

ては、民間事業者は迅速に対応すると同時に速やかに関東財務局に報告しなければ 

 ならない。 

ハ．審査会事務局が授受した答案用紙の回収数の正確性に疑義があり、審査会事務局 

から報告を求められたときは、民間事業者はこれに応じなければならない。 

ニ．試験日以降、関東財務局に寄せられた請負事業に関するクレームや問い合わせに 

ついて、関東財務局から報告を求められたときは、民間事業者はこれに応じなけれ 

 ばならない。 

ホ．民間事業者は、請負事業の実施期間を通じ、受験者等関係者からのクレームやト 

ラブルが生じた場合には、その内容及び対処方法を速やかに関東財務局に報告しな 

ければならない。 

ヘ．民間事業者は、請負事業の実施に要した経費について、各年の短答式（２回）及 

び論文式の試験日及び請負事業を終了し若しくは中止した日が属する月の翌月末ま 

 でに、関東財務局に報告しなければならない。 

ト．民間事業者は、部分払の請求を行う場合において、当該請求に係る経費について、 

当該業務を終了した日が属する月の翌月末までに、関東財務局に報告しなければな 

らない。 

② 調査

イ．関東財務局は、請負事業の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認 

めるときは、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 

51 号。以下「法」という）第 26 条第１項に基づき、民間事業者に対し、必要な報告 

を求め、又は事務所に立ち入り、請負事業の実施の状況若しくは帳票、書類その他 
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 の物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 

ロ．立入検査をする関東財務局の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26条 

第１項に基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す 

証明書を携帯し、関係者に提示するものとする。 

③ 指示

関東財務局は、請負事業を適正かつ的確に実施させるために、民間事業者に対し、

必要な措置をとるべきことを指示することができる。 

２．秘密を適正に取り扱うために必要な措置 

① 民間事業者は、関東財務局の与えた指示及び請負契約の遂行上知り得た関東財務局

の秘密情報（書面等をもって関東財務局が民間事業者に提供した情報及び関東財務局 

の施設内又はそれに準じる場所で作業する際に見聞又は認識した情報の一切をいう。 

以下「秘密情報」という。）の機密性を保持し、これを請負契約の履行以外の目的に使 

用し、又は第三者に開示してはならない。 

② 民間事業者は、請負業務及び①にて秘密保持義務を負っている関東財務局の秘密情

報が化体されたソフトウェア、図面、書類、データ等を、請負契約履行のために必要 

な範囲の従事者以外の者に開示し、または使用させてはならない。 

③ 民間事業者は、自らの従事者その他の者に対して、①、②及び⑥の義務を遵守させ

るために必要な措置をとらなければならない。 

④ 民間事業者が①、②、③及び⑥の義務に違反した場合には、関東財務局は民間事業

者に対して、契約金額の 100 分の 10 に相当する金額を違約罰として請求することがで 

きる。この場合、民間事業者は、関東財務局が実際に被った損害について、３の⑫に 

規定する損害賠償責任を免れないものとする。 

⑤ ①から④の規定は、請負契約終了後においても適用されるものとする。 

⑥ 個人情報に関する取扱いについては、①から⑤に掲げるほか、平成 25 年 12 月２日

付公認会計士試験事業民間競争入札実施要項（別紙３）の取扱いを遵守しなければな 

らない。 

３．談合等の不正行為及び違約金 

① 民間事業者は、請負契約に関して、民間事業者又は民間事業者の代理人が次の各号

の一に該当した場合には、速やかに、当該処分等に係る関係書類を関東財務局に提出 

しなければならない。 

イ．公正取引委員会が、民間事業者又は民間事業者の代理人に対して私的独占の禁止 

及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54 号。以下「独占禁止法」と 

いう。）第７条又は第８条の２（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の 

場合に限る。）の規定による排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同 
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法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付 

命令を行ったとき、又は同法第７条の２第 18 項若しくは 21 項の規定による課徴金 

の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

ロ．民間事業者又は民間事業者の代理人（民間事業者又は民間事業者の代理人が法人 

の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45号）第 96条 

の６若しくは第 198 条又は独占禁止法第 89条第１項若しくは第 95条第１項第１号 

の規定による刑の容疑により公訴を提起されたとき。 

② 民間事業者は、請負契約に関し、次の各号の一に該当するときは、関東財務局が契

約の全部又は一部を解除するか否かにかかわらず、契約金額の 100 分の 10 に相当する 

額を違約金として関東財務局が指定する期日までに支払わなければならない。 

イ．公正取引委員会が、民間事業者又は民間事業者の代理人に対して独占禁止法第７ 

条又は第８条の２（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限 

る。）の規定による排除措置命令を行い、当該排除措置命令又は同法第 66条第４項 

の規定による当該排除措置命令の全部を取り消す審決が確定したとき。 

ロ．公正取引委員会が、民間事業者又は民間事業者の代理人に対して独占禁止法第７ 

条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定に 

よる課徴金の納付命令を行い、当該納付命令又は同法第 66 条第４項の規定による当 

該納付命令の全部を取り消す審決が確定したとき。 

ハ．公正取引委員会が、民間事業者又は民間事業者の代理人に対して独占禁止法第７ 

条の２第 18項若しくは第 21項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行 

 ったとき。 

ニ．民間事業者又は民間事業者の代理人（民間事業者又は民間事業者の代理人が法人 

の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法第 96 条の６若しくは第 198 条又は 

独占禁止法第 89条第１項若しくは第 95 条第１項第１号の規定による刑が確定した 

とき。 

③ 民間事業者は、②のニに規定する場合に該当し、かつ次の各号の一に該当するとき

は、②の契約金額の 100 分の 10 に相当する額のほか、契約金額の 100分の５に相当す 

る額を違約金として関東財務局が指定する期日までに支払わなければならない。 

イ．公正取引委員会が、民間事業者又は民間事業者の代理人に対して独占禁止法第７ 

条の２第１項及び第７項の規定による納付命令を行い、当該納付命令又は同法第 66 

 条第４項の規定による当該納付命令の全部を取り消す審決が確定したとき。 

ロ．当該刑の確定において、民間事業者が違反行為の首謀者であることが明らかにな 

ったとき。 

ハ．民間事業者が関東財務局に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨 

の誓約書を提出しているとき。 

④ 民間事業者は契約の履行を理由として、②、③の違約金を免れることができない。
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⑤ ②及び③の規定は、４の⑫に定める損害の額が違約金を超過する場合において、関 

東財務局がその超過分の損害につき請求することを妨げない。 

４．その他契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

① 請負事業の開始及び中止

イ．民間事業者は、締結された契約に定められた事業開始日に請負事業を開始しなけ 

 ればならない。 

ロ．民間事業者は、やむを得ない理由により請負事業を中止しようとするときは、あ 

らかじめ書面をもって関東財務局と協議の上、承認を受けなければならない。 

② 公正な取扱い

イ．民間事業者は、請負事業の実施において受験申請者を合理的な理由なくして区別 

 又は差別してはならない。 

ロ．民間事業者は、請負事業を実施している間、親会社等を含め、公認会計士試験に 

関する受験指導並びに試験問題、受験者及び合格者等の調査、分析等を行ってはな 

 らない。 

ハ．民間事業者の役職員（請負事業に従事している者に限る。）及びその親族（配偶者、 

親子、兄弟姉妹）は、請負事業に従事する試験年の公認会計士試験に申し込み、又 

は受験をしてはならない。 

③ 金品等の授受の禁止

民間事業者は、正当な理由なく、請負事業において金品等を受け取ること又は与え

ることをしてはならない。 

④ 宣伝行為の禁止

民間事業者及びその事業に従事する者は、「金融庁」、「公認会計士・監査審査会」及

び「関東財務局」の名称、ロゴや「公認会計士試験」の名称などを請負事業以外の自 

ら行う事業の宣伝に用いてはならない（一般的な会社案内資料において列挙される事 

業内容や受注業務の一つとして事実のみ簡潔に記載する場合は除く。）。また、自ら行 

う事業が公認会計士試験の業務の一部であるかのように誤認のある行為をしてはなら 

ない。 

⑤ 関東財務局との契約によらない自らの事業の禁止

民間事業者は、試験会場において、自ら行う事業又は関東財務局以外の者との契約

（関東財務局との契約に基づく事業を除く。）に基づき実施する事業を行ってはならな 

い。 

⑥ 取得した個人情報の活用の禁止

民間事業者は、請負事業によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は関東財務

局以外の者との契約（請負事業を実施するために締結した他の者との契約を除く。）に 

基づき実施する事業に用いてはならない。 
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⑦ 記録及び帳簿

民間事業者は、請負事業の実施状況に関する記録及び帳簿書類を作成し、請負事業

を終了し又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間、保管しなければ 

ならない。 

⑧ 権利の譲渡等

イ．民間事業者は、請負契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡し 

 てはならない。 

ロ．民間事業者は、請負事業の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触す 

るときは、その責任において必要な措置を講じなければならない。 

⑨ 再委託

イ．民間事業者は、請負事業の実施に当たり、その全部を一括して第三者に再委託し 

 てはならない。 

ロ．民間事業者は、請負事業の実施に当たり、その一部について第三者に再委託を行 

う場合は、再委託先を明らかにした上で再委託先に委託する業務の範囲、再委託を 

行うことの合理性及び必要性、再委託先の履行能力及び報告徴収、個人情報の管理 

その他運営管理方法について、あらかじめ関東財務局と書面により協議の上、承認 

を得るものとする。 

ハ．民間事業者は、契約後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託先 

を明らかにした上で、再委託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性 

及び必要性、再委託先の履行能力及び報告徴収、個人情報の管理その他運営管理方 

法について、あらかじめ関東財務局と書面により協議の上、承認を得るものとする。 

ニ．民間事業者は、上記ロ又はハにより再委託を行う場合には、再委託先から必要な 

 報告を徴収し、関東財務局に提出することとする。 

ホ．民間事業者は、上記ロ又はハにより再委託を行う場合には、再委託をした業務に 

 伴う再委託先の行為につき、関東財務局に対して全ての責任を負う。 

ヘ．民間事業者は、再委託先をして、２及び３の②から⑧までに掲げる事項について 

 は、民間事業者と同様の義務を負わしめるよう、必要な措置をとるものとする。 

ト．民間事業者は、本業務の一部を再委託先に委託する場合、３の⑪リからソまでの 

いずれかに該当する者（以下、「解除対象者」という）を、再委託先、再委託先がそ 

の委託を受けた本業務を更に第三者に委託する場合の当該第三者（その後に委託が 

行われる場合の全ての委託先を含み、再委託先と併せて、以下「後続委託先」と総 

称する。）、又は後続委託先がその委託を受けた本業務を履行する上で締結する全て 

の契約（本業務の委託に係る契約を含み、以下「委託先契約」と総称する。）の相手 

方（後続委託先と併せて、以下「後続委託先等」と総称する。）としないことを確約 

する。 

チ．民間事業者は、委託先契約の契約締結後に後続委託先等が解除対象者であること 
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が判明したときは、自ら当該後続委託先等（以下「解除対象後続委託先等」という。） 

と締結している委託先契約を直ちに解除するとともに、後続委託先等をして解除対 

象後続委託先等と締結している委託先契約を直ちに解除せしめるものとする。 

⑩ 契約内容の変更

関東財務局及び民間事業者は、やむを得ない事由により契約の内容を変更しようと

する場合は、あらかじめ変更の理由を書面でもって提示し、協議の上、承認を得るも 

のとする。 

⑪ 契約の解除

関東財務局は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除すること

ができる。 

 関東財務局が契約を解除した場合には、民間事業者は、当該契約の金額の 100 分の 

10 に相当する金額を違約金として関東財務局が指定する期日までに関東財務局に納付 

するとともに、関東財務局との協議に基づき、請負事業の処理が完了するまでの間、 

責任を持って当該処理を行わなければならない。 

 前記違約金の定めは、違約金額を超過する損害額についての損害賠償を妨げるもの 

ではない。 

イ．偽りその他不正の行為により落札者となった場合。 

ロ．法第 14条第 2項第 3号又は法第 15条において準用する法第 10 条の規定により民 

 間競争入札に参加する者に必要な資格の要件を満たさなくなったとき。 

ハ．重度の不備により試験の有効性に影響を及ぼした場合など契約に従って請負事業 

を実施できなかったとき、又はこれを実施することができないことが明らかになっ 

 たとき。 

ニ．ハに掲げる場合のほか契約において定められた事項について重大な違反があった 

とき。 

ホ．法令又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をしたとき 

ヘ．法令又は契約に基づく検査を拒み、妨げ若しくは忌避し、又は質問に対して答弁 

 せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 

ト．法令又は契約に基づく指示（３に掲げる措置を履行しなかった場合を含む。）に違 

 反したとき。 

チ．民間事業者又はその役職員その他請負事業に従事する者が、法令又は契約に違反 

 して、請負事業の実施に関して知り得た秘密を漏らし又は盗用した場合。 

リ．民間事業者の役員等（民間事業者が個人である場合はその者、法人である場合は 

役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体 

である場合は代表者、理事その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。） 

が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条 
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 第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

ヌ．民間事業者の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又 

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する等している 

 とき。 

ル．民間事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便 

宜を供与する等の方法で、直接又は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関 

与しているとき。 

ヲ．民間事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当 

 に利用するなどしているとき。 

ワ．民間事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有 

 しているとき。 

カ．民間事業者が、自ら又は第三者を利用して、関東財務局に対して暴力的な要求行 

 為をしたとき。 

ヨ．民間事業者が、自ら又は第三者を利用して、関東財務局に対して法的な責任を超 

 えた不当な要求行為をしたとき。 

タ．民間事業者が、自ら又は第三者を利用して、本業務に関して関東財務局に対して 

 脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為をしたとき。 

レ．民間事業者が、自ら又は第三者を利用して、偽計又は威力を用いて関東財務局の 

 業務を妨害する行為をしたとき。 

ソ．カからレまでの行為に準ずる行為をしたとき。 

ツ．財産状態が著しく悪化し、又はその恐れがあると認められる事由があるとき。 

ネ．破産、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立てがあったとき又は清 

 算に入ったとき。 

ナ．後続委託先等が解除対象者であることを知りながら委託契約を締結し、若しくは 

後続委託先等が解除対象者と委託先契約を締結することを承認したとき、又は委託 

先契約の締結後に後続委託先等が解除対象者であることが判明したときに、自ら解 

除対象後続委託先等と締結している委託先契約を解除せず、若しくは後続委託先等 

をして解除対象後続委託先等と契約している委託先契約を解除せしめる措置を講じ 

ないとき。 

⑫ 損害賠償

民間事業者は、債務不履行その他請求原因のいかんにかかわらず、関東財務局に損

害を与えた場合は、関東財務局に対し、一切の損害を賠償するものとする。 

 この損害には、関東財務局が民間事業者に対し履行を求める一切の費用、国民等か 

ら、不服申立て等が提起された場合において関東財務局が国民等に支払いを要する金 

額及び関東財務局が不服申立て等を防御するために要した一切の費用並びにこれらの 

ために要する訴訟等裁判手続に関する費用を含むものとする。 
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⑬ 不可抗力免責、危険負担

民間事業者は、上記事項にかかわらず、民間事業者の責めに帰することができない

事由により請負事業の全部又は一部の実施が遅滞し、または不能となった場合、関東 

財務局及び民間事業者は、これによって生じた損害の費用負担について、協議する。 

⑭ 契約の解釈

契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と関東財務局が

協議する。 
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（別紙４） 

民間事業者が事業実施に当たり第三者に損害を加えた場合において、損害賠償に

関し民間事業者が負うべき責任に関する事項 

 請負事業を実施するに当たり、民間事業者又はその職員その他の請負事業に従事する者 

が、故意又は過失により、請負事業の受益者等の第三者に損害を加えたときは、次のとお 

りとする。 

１．審査会又は関東財務局（以下、この項において「審査会等」という。）が当該第三者

に対する賠償を行ったときは、審査会等は民間事業者に対し、当該第三者に支払った

損害賠償額（当該損害の発生について審査会等の責めに帰すべき理由が存する場合は、

審査会等が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償するこ

とができる。 

２．民間事業者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等に基づき当該第三者に対す

る賠償を行った場合であって、当該損害の発生について審査会等の責めに帰すべき理

由が存するときは、民間事業者は審査会等に対し、当該第三者に支払った損害賠償額

のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 
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